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イオントラップ型マイクロ波原子時計の開発
─汎用的なルビジウム原子時計の約５倍の精度を実現─
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図1　社会価値志向性の神経基盤特定に用いた実験課題 a 被験者のグループ
分けのための選択課題　1 向社会的　2 個人的　3 競争的選択 b 脳活動を
計測するfMRI実験のための課題　報酬の組合せの好ましさを4段階で評価

社会行動における意識

はじめに

　最近大手ソーシャルメディアによる69万人のユーザーを対象
とした実験が話題になりました。「ニュースフィード」と呼ばれ
る部分に表示される投稿を操作し、肯定的な印象を与える投稿を
減らすと利用者自身の投稿も否定的な内容が増え、逆に否定的な
投稿を減らすと、利用者の投稿は肯定的な内容が増えたという報
告でした。この実験から我々の意思決定が意識もしない間に他
者から強い影響を受けることに驚かれた方も多いのではないで
しょうか。
　行動を行う際にその意思決定過程を意識する場合としない場
合があります。意識的な意思決定は脳のリソースを対象に集中
させることで強く外界に働きかけることが可能ですが、同時に意
識できる情報は多くはありません。一方、無意識的な（直観的な）
意思決定は大量の情報を扱えますが逆に意識に上らない分、外界
や他者からの影響を受けることが考えられます。
　本稿では我々が研究を進めてきた社会性の個人差を生み出す
脳のメカニズムに基づき社会行動における意識とその意味につ
いて議論します。

社会行動の個人差と扁桃体

　インターネットやソーシャルメディアでも日々経験するよう
に、他者に対しどういう行動をとるか、他者をどう認識するかが
社会行動の要であり、その基礎に他者と自分で物や情報をどう配
分するかを決める分配行動があります。
　分配行動において公平に振る舞う、あるいは自分の取り分を多
くするといった個人差はどういう脳のメカニズムから生じるの
でしょうか？分配の個人差は分配だけでなく、投票行動や寄付行
動、精神疾患といった多くの重要な問題と関係することが知られ
ています。
　これまでは利己的に振る舞おうとする情動・報酬システムを、
熟慮を行う前頭葉の認知システムが抑制することで公平な行動
が生じると考えられてきました。しかしながら、情動・報酬シス
テムが無意識的な意思決定により不公平を避け公平な行動に至

る可能性もあります。
　我々は公平な分配行動が前頭葉による意識的な熟慮に基づい
て行われるのか、あるいは情動・報酬システムにより無意識（直
観）的に決まるのか調べる実験を行いました。まず被験者の社会
価値志向性（social value orientation）と呼ばれる分配の個人
差を決めました。具体的には、匿名の相手とのお金の分け方を、
約10秒で三択から選んでもらいました（図1a）。選択肢1は自分
と相手の報酬の和を最大にして差を最小にするので向社会的、選
択肢2は自分の報酬を最大にするので個人的、選択肢3は差を最
大にするので競合的な選択と呼ばれます。全部で64名の被験者
に課題を8回行って貰い、6回以上一貫した選択をした39名の被
験者（向社会的 25名、個人的 14名）に、脳活動を調べる機能的
核磁気共鳴（fMRI）実験に参加してもらいました。
　fMRI実験（図1b）では、自分と相手の報酬の組合せが提示さ
れ（図の例の場合、自分が36円、相手が177円）、被験者は組合せ
の提示後出来るだけ早くその好ましさを1‒4段階で評価し、ボタ
ンを押します。報酬の組合せは自分の報酬も相手の報酬も平均
が100円で最大200円、最少0円となるような円周上から36点選

大学院修了後、NTTコミュニケーション科学基礎研究所入所。その後国際電気通信基礎技術研究所、ロンドン大学神経学研究所、
ケンブリッジ大学工学部、玉川大学脳科学研究所を経て2011年、NICT入所。
計算論的神経科学、社会脳科学の研究に従事。大阪大学生命機能研究科招聘教授。博士（工学）。
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図3　認知負荷を用いた提案ゲームと実験結果　向社会的グループと個人的グループが認知的負荷を掛
け公平性を見る課題構成。a 認知負荷を掛けた条件（L条件）を掛けない条件（UL条件）と比べると向
社会的な被験者はより公平になり個人的な被験者はより自分の報酬を重視した。b向社会的な被験者、
個人的な被験者の行動を反映する脳活動が扁桃体（赤）と側坐核（青）に見られた。

図2　実験結果　向社会的グループと個人的グループ、および向社会的グループ内での個
人差と扁桃体（赤）の脳活動。a 向社会的グループは扁桃体が自分と相手の報酬差の絶対
値と相関する活動を示した。 b 向社会的グループの各被験者が報酬の組合せ（ペア）の
評価において不公平を好む程度と扁桃体の不公平に対する脳活動とに負の相関があった。

社会的
P=0.029

個人的
P=0.69

びました。この課題は、各被験者の評価に“自分の報酬”、“相手
の報酬”、“不公平さ”（報酬の差の絶対値）という3種類の変数が
どう影響するか定量的に決めることが可能です。これら変数と
相関する脳活動を探し、被験者グループ間でその活動に違いがあ
るか調べたところ、向社会的な被験者では、扁桃体の脳活動と
“報酬の差の絶対値”の相関がありました（図2a）。一方、個人的
な被験者にはその関係は見られませんでした。さらにこの扁桃
体の活動から、各々の社会的な被験者が、報酬のペアの評価にお
いて“差の絶対値”（不公平さ）を嫌がる程度が予測できました
（図2b）。扁桃体は脳の深部にあるアーモンド状の構造で、我々
がヘビを見て素早く逃げる準備をしたり、相手の顔の表情を読み
取るなど素早い（直観的な）危機管理を行う際に関与することが
知られています。我々の研究結果は、公平性という高度に社会的
な概念の基盤に前頭葉があるという従来の支配的な考え方に反
して、魚やネズミから発達している構造である扁桃体が重要であ
ることを見出したのです。

社会行動と意識

　公平性と直観や意識との関係をさらに考察するため、ランダム
な数列を記憶させ認知機能に負荷を掛けた上で向社会的な被験
者39名と個人的な被験者20名に最終提案ゲームと呼ばれる課題
の返答者になってもらいました。最終提案ゲームでは、まず提案
者がお金の分配の仕方を提案し（例えば提案者自身に400円、返
答者に100円）、次に返答者がその提案を受入れるか拒否するか
を決定します。返答者が受け入れればお金は提案通りに分配さ
れ、拒否すればどちらの取り分も0円とな
ります。もし自分の取り分を出来るだけ多
くすることを考えるなら、どんな提案でも
受入れる方が得ですがヒトは取り分が20%
より少ない不公平な条件では拒否すること
が多いことが知られており、我々は社会価
値志向性において公平性を重視する向社会
的な人は個人的な人よりも不公平な提案の
拒否率が高いことを確かめました。
　さらに、もし社会価値志向性が直観に基
づくならば、認知負荷を掛けて熟慮に基づ
く認知機能を使いにくくした認知負荷条件

で、向社会的な被験者はより公平を重視して拒否率が上
昇し、自分の報酬を重視する個人的な被験者は拒否率が
減少するだろうという予想を立てました。実験の結果、
認知負荷の掛かった状態を認知負荷のない状態と比べ
ると、向社会的な被験者の拒否率が増加したのに対し、
個人的な被験者の拒否率は減少しました（図3a）。この
ことは、社会価値志向性が熟慮（意識）よりも直観（無
意識）を反映することを示しています。またこのときの
被験者の行動は上記の研究と同様に扁桃体と報酬の処
理や価値の判断に関わる側坐核という皮質下の領域の
活動で説明されることも直観という考えと良く合って
います（図3b）。

社会行動における意識と脳情報通信

　社会行動において皮質下の情動・報酬システムが関与する直観
的・無意識的な処理が重要な働きをすることを見てきました。こ
のことはどんな意味を持つのでしょうか。
　無意識的な処理は強い自覚がなく、本人にアンケートをしても
有効な答えを得るのが困難です。うつ病などの精神疾患におい
て社会的ストレスが主要な要因となっていますが、それらを早期
に自覚し定量化するのは困難なのが実情です。実際、これらの精
神疾患に扁桃体や側坐核といった皮質下領域が深く関与するこ
とが知られています。また、購買行動においてもユーザーの行動
が大規模アンケート調査と合わないことは良く知られています。 
さらに、冒頭に述べたようにソーシャルメディアにおける行動も
無意識の間に他者からの影響を受けています。これらの社会行
動の背後に存在する意識に上らない脳の意思決定システムは脳
科学のフロンティアであると同時に、その解明が進み脳の状態か
ら行動の予測等が可能になれば実社会の制度設計や情報通信シ
ステムに大きな影響を与えると考えられます。
　本稿ではこれまであまり注目されてこなかった社会行動と無
意識について主に見てきましたが、ユーザーの意図を読み取りそ
の実現をサポートするという情報通信の観点から、意識的な意思
決定を行う脳のシステムも極めて重要であることは言うまでも
ありません。
　我々の研究グループでは、社会行動と意思決定を対象として脳
情報通信融合研究センターが所有する最先端の計測装置から得
られる超多次元・大規模データの解析手法と脳の計算モデルの研
究・開発を進めて参ります。
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図1　マイクロ波原子時計と光原子時計の比較

マイクロ波原子時計
頑強で故障が少ないが

精度で光原子時計に及ばない

光原子時計
超高精度だが
ピットインが必要

イオントラップ型
マイクロ波原子時計の開発
─汎用的なルビジウム原子時計の約５倍の精度を実現─

はじめに

　NICTで行っているマイクロ波原子時計の開発について紹介
します。原子時計の開発とひとくちに言っても、乗用車の開発と
F-1レースカーの開発ではその中身が大きく異なるように、時計
の開発においても頑強で故障が少ないかわりに精度はそこそこ
という「マイクロ波原子時計」と、長期間の連続運用はまだでき
ないけれども、短時間でとてつもない精度を披露する「光原子時
計」の開発という2つの分野があります（図1）。ここでいう「マ
イクロ波」や「光」は、時計の振り子として何を用いているかを
表しています。時計は振り子が振れた回数を数えて、何時何分と
いう時刻を表示します。時計の精度はひとえに振り子の振れる
周波数がどれだけ揺るがないかにかかっており、振り子がマイク
ロ波発振器であるか、レーザー光であるかというのは時計の質を
大きく変える違いとなります。
　「大きなのっぽの古時計」に出てくるようないわゆる振り子
時計は振り子が半分振れたら1秒なので、1秒あたり0.5回しか
振れませんが、マイクロ波原子時計は約10GHzの周波数で電場
が振動する電磁波を振り子として用いており、振り子が1秒間
に100億回も振れます。言い換えると、マイクロ波の振り子が
100億回振れるのを数えて、1秒を測っているのです。時間の計
測を長さの計測に置き換えて説明すると、振り子の振れの早さが
物差しの目盛の細かさに対応しています。長さを正確に測るた
めには目盛の細かい物差しが必要になるように、時間を正確に測
るためには1秒を非常に早く、細かく刻む必要があるのです。既
に物凄いスピードで1秒を細かく刻んでいるマイクロ波原子時計
ですが、「光」はさらにマイクロ波よりも周波数が5桁も高い電磁
波のことですから、「光原子時計」の振り子の振れを数えること
は容易ではなく、数々の偉業の積み重ねが必要でした。「光原子時
計」の凄さについてはまた別の機会にご紹介することにし、今回
は、乗用車の開発に相当するマイクロ波原子時計の開発について
ご紹介します。

イオントラップ型マイクロ波原子時計

　今回NICTにおいてJSTさきがけ研究助成プログラムの一環
として開発されたイオントラップ型マイクロ波原子時計の仕組
みについて説明します。先にマイクロ波発振器を振り子として
用いることを説明しましたが、この振り子の振れのスピードがど
れだけ安定であるか（時間が経っても変化しないか）がダイレク
トに時計の精度を決定します。そのため、このマイクロ波発振器
はできるだけ環境（温度、磁場、電場等）の変化に影響を受けない
ように設計されますが、必ず限界はあり、周波数が時間とともに
ずれていくことは避けられません。一方、原子時計はこの周波数
のズレを精度よく検知するために原子の持つ周波数を基準とし
て用いています。
　もう少し詳しく説明すると、原子にはある特定の周波数の電磁
波を吸収するという性質があります。各原子にはそのような周
波数が実はたくさんありますが、原子と周波数をうまく選ぶと、
原子の置かれている環境が少しくらい変わっても周波数が揺る
がない、理想的な基準とすることができます。振り子のマイクロ
波発振器の周波数をこの原子の持つ安定な周波数に合わせ続け
る装置が「マイクロ波原子時計」なのです。
　この基準となる原子として、イオントラップに捕捉されたイ

大学院修了後、アラスカ州電離層観測所、コロラド州NISTボルダー研究所を経て、2008年、NICTに入所。
原子時計の開発に従事。2009年からJSTさきがけ研究者。博士（物理学）。

志賀 信泰（しが のぶやす）
電磁波計測研究所 時空標準研究室 研究員 
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図2　イオントラップ

図3　ルビジウム原子時計より高い精度を確認
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オンという、電荷を帯びた原子を用いるのがイオントラップ型原
子時計です。今回我々は図2に示すように、真空容器中でイオン
トラップの中心にイッテルビウムイオンを一千個程度宙に浮い
た状態で捕捉し、このイッテルビウムイオンが持つ12.6GHzの
周波数を基準とした安定なマイクロ波原子時計を作成しました。
そしてこの新型原子時計が放送業界、通信業界で広く用いられて
いるルビジウム原子時計よりも5倍精度が良いことを示しまし
た（図3）。従来ルビジウム原子時計よりも高い精度を必要とす
る場合、水素メーザと呼ばれる、非常に高価（2千万円）かつ大型
（数百kg）な原子時計を用いる必要がありました。今回開発した
イオントラップ型原子時計は安価（数十万円）かつ小型（数kg）
であり、ルビジウム原子時計と水素メーザとの間に大きく開いた
ギャップの間のニーズに応える原子時計として期待されます。
　原子時計の基準となり得るイオン種はいくつもありますが、
今回採用したイッテルビウムイオンは原子時計を構成するレー
ザーに半導体レーザーを用いることができ、安価、小型化を見込
むことができます。またイッテルビウム金属は毒性が無く、廃棄
の際に環境への負荷が非常に小さいという特徴を持っており、将
来的に量産に向いていると言えます。

本研究の特色（レーザー冷却と磁場測定）

　本研究では、原子時計の精度を高めるために2つの技術を用い
ました。1つ目はレーザー冷却という技術です。「冷却」といって
も、冷蔵庫に入れて冷やすわけではありません。イオントラップ
中を気体のように飛び回っているイオンにレーザーを照射して
熱エネルギーを取り去るという技術で、装置は室温なのに、イオ
ンは絶対零度近くまで冷えている、という不思議な状況を作り出
すことができます。これにより、イオントラップ中を気体のよう
に飛び回っていたイオンが動きを止めるため、精度が向上するの
です。
　もう1つは、磁場の影響をキャンセルする技術です。原子が置
かれている場所の磁場が変化すると原子の持つ基準周波数が微
妙に変化してしまいます。実験室の磁場というのは、周りの装
置が出す磁場や、遠く離れた電車の線路が出す磁場によって時々
刻々変化します。そのため、イッテルビウムイオン自身を磁場セ
ンサーとして用い、定期的に磁場を測定することで磁場による基
準周波数の変化をキャンセルしました。

今後の展望

　今回開発したイッテルビウムイオンを用いた
マイクロ波原子時計を普及させ、高精度化する
ことで、精密測定機器の較正や、通信の大容量
化に貢献することが期待できます。今後、試作
機の完成度を高め、小型化とコストダウンを進
めることで、実用機へと転換することを目指し
ます。
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アンリツ株式会社 
計測事業グループ 
計測器営業本部 第5営業部長 
播本彰大氏

アンリツ株式会社 
計測事業グループ 
マーケティング本部 
プロダクトマーケティング部 
プロジェクトチーム3 担当部長 
塩入健氏

Wi-SUN プロトコルテスタ

　アンリツ株式会社（以下、アンリツ）は1895年の創業で、来年創業
120周年を迎えます。無線機器の製造から始まり、その技術を活かし
て、戦後は計測機器事業を主軸に展開し、無線や光など、IT関連の計
測機器メーカとして国際的な評価も高く、現在、世界各国に関連グ
ループ39社を展開するグローバル企業です。3G携帯電話の開発用
計測器のシェアは70%を超えています。
　アンリツは、NICTが研究開発したワイヤレスネットワーク技術
「SUN無線端末用物理層諸元およびプロトコルモニタ装置」（以下、
「ＳＵＮ無線端末モニタ装置」）及び「ワイヤレススマートユーティリ
ティ規格相互接続性検証試験装置」（以下、「相互接続性検証試験装
置」）の技術移転を受けて、製品開発し、販売しています。今回は、
アンリツの播本彰大部長と塩入健部長をお訪ねし、NICTとの連携、
グローバル展開における課題などについて、NICT知的財産推進室の
福田誠技術移転コーディネータがお話を伺いました（本文敬称略）。

イーサネット、EMC関連など、
長年に渡りNICTと連携した研究開発

福田─アンリツさんは、これまでにワイヤレスネットワーク技術
以外にも、NICTの研究活動と連携した取り組みがあると思いま

すが、代表的な実績等をご紹介ください。
播本─最近では、超高速信号テスタがあります。現在、ネットワー
クは、100ギガビットイーサネットまで普及していますが、超高速
信号テスタは、その次の世代である400Gbpsのイーサネットの
試験を行うもので、昨年度開発しました。
　また、以前には、電子機器から漏れてくる電磁放射を測定する
EMC関連の研究もありました。変調方式が複雑になるにつれ、
周波数・振幅・時間がランダムに変わる信号に対して、効率よく
測定する測定器が必要とされてきました。この測定器の試作を
一緒にさせていただき、その後、総務省の委託研究に発展しま
した。

Wi-SUN関連デバイスが増えている中、
アンリツの試験装置は高い評価

福田─今回Wi-SUNの関係で技術移転が2件ありました。1つは
「SUN無線端末モニタ装置」で、もう1つは「相互接続性検証試験
装置」です。これらの製品は、どのような特徴があって、どのよ
うなところで使われているのでしょうか。
播本─「SUN無線端末モニタ装置」については、弊社では、「Wi-
SUN PHY 自動測定ソフトウェア」と「Wi-SUN プロトコルモ

社会で活用されるNICTの技術 企業訪問 第2回

Wi-SUNアライアンスと連携し、
新たな市場を開拓

今話題の「Wi-SUN」技術を
計測機器メーカに技術移転！
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第2回 聞き手
NICT 社会還元促進部門 
知的財産推進室 
技術移転コーディネータ 
福田誠

ニタ」というソフトウェア名で販売しております。前者は、Wi-
SUN準拠の無線モジュールを、我々のシグナルアナライザで自動
測定するソフトウェアです。後者は、アナライザで取得した通信
内容からどのような通信が行われているのかをパソコンで解析
するソフトウェアです。通信が成立しないときに、何が起こって
いるのか原因を調べることができます。
　一方、Wi-SUNアライアンスでは、通信レイヤごとに試験ス
ペックを定めています。これを受けて「相互接続性検証試験装
置」は、Wi-SUN無線モジュールや関連機器が、Wi-SUNアライ
アンスで規定した手順通りに動作しているかを検証し、認証を与
える適否判断をするための認証試験装置です。
福田─これらの製品は既に市場投入され、納入実績もあると思い
ますが、お客さまや業界の反応はいかがでしょうか。
播本─開発時の検証用として、シグナルアナライザや信号発生器
とセットで、無線モジュールベンダ様など、多くのお客さまに使
用していただいています。今後もM2Mに代表される、物と物と
の通信が広がるにつれて、Wi-SUNスタンダードに準拠したデバ
イスがさらに増え、測定需要も高まってくると期待しています。
また、先ほどの第三者によるWi-SUN規格認証用試験装置として
は、既に国内2つの認証機関で使用され、高い評価を頂いており
ます。

Wi-SUNアライアンスによる関係機関の連携

福田─ところで、Wi-SUN関連の研究開発では、どのような経緯
でNICTの研究者と連携することになったのでしょうか。
塩入─Wi-SUNの初期段階で、当社のシグナルアナライザを測定
用機器として使用していただきました。そうした中で、測定機器
メーカにもぜひアライアンスに入ってほしいと声をかけられま
した。
福田─Wi-SUNアライアンスに参画されて、そこでの活動内容や
苦労したことはどのようなことでしょう。
播本─我々が参画している主な活動の場は、試験仕様を決めると
いうワーキンググループです。また、定期的に相互接続のイベン
トがあり、そこで、我々の試験装置を使用して、様々なモジュール
やデバイスの測定を行う活動もしています。
塩入─試験仕様を決めることは、無線信号の諸元を決めたり、パ
ラメータを決定したりすることですが、初期の段階では、決めな
ければいけないことも多く、また実際に正しく測定できるかを実
験しながら、スペックとして定める必要があり、多くの方々の協
力が必要でした。
　相互接続イベントでは、チップやモジュールのベンダが試作機
を持ち寄ります。そこにアンリツでは、エンジニアと測定機器を

提供し、試験を行っているのですが、初期の頃は、問題の切り分け
に時間がかかりました。
福田─今回、国際標準規格プラス“アライアンス”という形でWi-
SUN普及が成功したと考えられますが、その大きな要因は、大手
チップベンダと測定器メーカ、大規模利用者を有する企業、旗振
りを行う公的機関がバランスよく参画できたことが大きかった
のではないでしょうか。
塩入─おっしゃるとおりです。基本的な技術のスペックは、
IEEE 802.15で決まっているのですが、そこからアプリケーショ
ンを考慮して具体的な仕様に落とし込むことが肝心です。今回
は、旗振り役のNICT、私ども測定器メーカ、そしてチップベン
ダ、モジュールベンダの4者がバランスよく連携してはじめて
IEEEで決められたスペックを、実際の製品に展開し、市場を形成
していく道筋づくり、それが非常にうまく機能した例だと思います。

Wi-SUNはまだ初期段階、今、様々な分野で
応用範囲が広がってきている

福田─今回の製品も含め、今後の展開はいかがでしょうか。
塩入─スマートメータ系の市場は、まさに立ち上がりの初期段階
だと捉えています。ここから、物と物とのネットワークが増えて
くると、Wi-SUN関連のプロトコルを使っていろいろなものを接
続していく動きは更に強まってくると思います。
　Wi-SUN規格は、宅内の家電機器やガス、水道メータにも採用
される可能性があり、応用範囲が広がってきています。
福田─グローバル展開の可能性は、どうでしょうか。
塩入─海外は、それぞれの地域事情があって、使える周波数帯が
国によって異なるという状況もあります。また、海外では、誰が
キープレーヤなのかをリサーチし、キープレーヤを中心にアプリ
ケーションやテストシステムの売り込みを確実に展開していく
必要があると考えています。

様々な業界が関わる規格・仕様統一には
第三者的立場の公的機関の主導がカギ

福田─今後、NICTに期待することがあればお教えください。
塩入─このアプリケーションの延長線上にある話ですが、今後、
M2Mのコミュニケーション分野に関し、様々なスタンダードが
乱立する動きがでてくると予想されます。家電とスマートフォ
ン、車とスマートフォンなど、それぞれ既存の業界があり、そこが
実績のあるやり方を踏襲しようとする中で、NICTのような第三
者的立場である公的機関が統率する
なり、方針を示して主導していただ
けると、規格等が統一されるなど
様々なものとの接続性が高くなると思
います。
　特定の利害関係を持たないNICT
の役割というのは、そうしたスタン
ダードをまとめていく上で重要な存
在だと思います。

企業訪問第3回は1月号に掲載予定です。
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NICTにより県全体に配信された緊急物資輸送の様子
（WINDS車載局搭載カメラの映像）

現地対策本部に設置されたWINDS車載局

非常時通信網のイメージ図

　耐災害ICT研究センターとワイヤレスネットワーク研究所は、「防災の日」の9月1日、愛媛県松前町で行われた
「平成26年度愛媛県総合防災訓練」に超高速インターネット衛星「きずな」（WINDS）用車載局を派遣して、通信衛
星を利用した情報伝達訓練を行いました。
　毎年、防災の日に実施される同総合防災訓練は、南海トラフ巨大地震クラスの大規模災害を想定しており、今回の
訓練では県や松前町、消防、県警や陸上自衛隊など87機関から約5,500人が参加して、関係機関との連携を確認する
とともに防災意識を高めることを目的に実施されました。
　NICTは、愛媛県の防災担当から災害時に役立つ通信技術の一つとしてWINDSを用いる非常用通信網の構築と映
像による情報配信による訓練参加の要請を受けました。非常用通信網は小型車載局の中に小型IP-PBXを設置し、
WINDS回線を利用することで、災害による輻輳の影響の少ない地域の電話網に接続する技術です。ユーザは普段使
い慣れているスマートフォンを災害時にも、非常用携帯電話として使用できます。今回の訓練では、NICT鹿島宇宙
技術センターを経由し、電話網に接続しました。また、当日はメイン会場（愛媛県松前町松前公園）に大型車載局を
設置し、小型車載局は、緊急物資輸送車両を追走しながら物資輸送状況を現地対策本部へ配信しました。この様子は
WINDSおよび地域衛星通信ネットワーク（LASCOM：一般財団法人自治体衛星通信機構）経由で県全体の防災機
関へ配信されました。
　訓練終了後、愛媛県防災担当からは雨にも関わらずKa帯の衛星回線が切れることなく使えたとの高評価をいただ
きました。また、来年度の防災訓練でも重要な役割を担ってほしいとの要請を受けました。
　今後も、このような地方自治体との連携を通して、地域コミュニティの理解と協力を得ていきたいと思います。

愛媛県総合防災訓練の参加報告
耐災害ICT研究センター

ワイヤレスネットワーク研究所
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NICTブース出展者ブース

体験デモ成果発表会

出展者ブース

成果発表会

　NICTでは、2014年10月1～3日に東京ビッグサイトで開催された、第41回国際福祉機器展にブースを出展し、
NICTが助成している障がい者向け情報バリアフリー事業の成果について、成果発表会及びデモ展示により紹介しま
した。
　今回は、平成25年度助成事業者をはじめとした、合計10件の障がい者向け各種サービスや機器についての成果発
表及びデモ展示を行ったほか、NICTユニバーサルコミュニケーション研究所による聴覚障がい者と健聴者のコミュ
ニケーションを支援するアプリ“こえとら”及び“SpeechCanvas”の実演やNICTワイヤレスネットワーク研究
所による“UWB技術を用いた高精度の屋内測位システム”の紹介を行いました。
　開催期間中には、総務省 南政策統括官ほか、学識経験者の方々にもご視察いただきました。また、NICTブースに
は、福祉関係者、障がいのある方々をはじめ、メーカー関係者や学生など幅広い分野の方々が訪れ、展示機器や提供し
ているサービスについて、熱心に質問したり、実際に機器に触れ、使い勝手を確認する姿が至る所で見られました。
　今回は、期間前半は天候に恵まれなかったにも関わらず、本福祉機器展への来場者は昨年を上回る約12万8千人を
数え、NICTブースにも成果発表会や体験・デモタイムの実施回数を増やしたこともあり2千人以上の来場者を迎え
ることができました。
　なお、来場者に対するアンケートでは、計200件の回答があり、多くの方から「役に立った」など本出展内容は有益
であるとの回答をいただき、助成金が有意義に使われていることが理解されるとともに、事業者のサービスが障がい
者の利便性向上に役立っていること、更にはNICTの研究開発が広く社会の役に立っていることを知っていただく良
い機会となりました。
　今後とも、NICTにおける「情報弱者への支援」の取り組みについて、その成果を発表する機会として本機器展な
どを活用することにより、社会の情報バリアフリーの一層の促進とNICTの活動成果の発信に努めてまいります。

第41回 国際福祉機器展（H.C.R.2014）
出展報告

産業振興部門 情報バリアフリー推進室

8NICT NEWS  2014. 11



NICTブース全景 セミナーの様子

メディアからの取材 来訪者の様子

　NICTでは、2014年10月7～11日に幕張メッセ（千葉県）で開催された、「CEATEC JAPAN 2014」のベンチャー
エリアに情報通信ベンチャー支援の一環としてブース出展し、「平成25年度起業家万博」において発表を行ったICTベ
ンチャー企業4社による事業内容の展示を行いました。
　今回は、ベンチャーエリアに設けられたミニステージにおいて2社が自社製品のプレゼンテーションを行い、新たなア
プローチで、来訪者の方にアピールするとともにビジネスマッチングに積極的に取り組みました。
　開催期間中は、ICTメーカー関係者、学術研究者の方々をはじめ、自治体関係者や学生など幅広い層からたくさんの方
が訪問され、ICTベンチャー企業による新たなサービスについて、熱心な質疑応答や名刺を交換する姿が各展示前で見ら
れました。また、希望するICTベンチャー企業により、ベンチャーエリアに設けられたセミナー会場を利用して新たな
サービスのプレゼンテーションが行われました。本イベントへの来場者は12万人を超え、NICTブースにも600人以上
の来訪者があり、展示及びミニセミナーともに盛況のうちに終了いたしました。
　なお、NICTブースで展示を行った企業へのアンケートでは、「スマートデバイスやクラウドサービスをご利用の方に
はかなり好評でした」、「興味を引いていただいたお客様を獲得できた」などの回答があり、本出展がICTベンチャー企
業の新たなサービスを広く世の中に知っていただく良い機会となったことがわかりました。
　今後とも、NICTにおける「ICTベンチャーへの支援」の取り組みについて、ビジネスマッチングを促進する機会とし
て本イベントなどを活用することにより、ICT産業の振興とNICTの活動成果の発信に努めてまいります。

CEATEC JAPAN 2014
出展報告

産業振興部門 事業化支援室
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